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 （総則）

第１条　令和3年度長門市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 水 洗 化 戸 数                         戸

（２） 年 間 有 収 水 量 ㎥

（３） 一 日 平 均 有 収 水 量 ㎥

（４） 建 設 改 良 事 業 費 千円

 （収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予算は、次のとおりと定める。

第１款　下水道事業収益 千円

　第１項　営業収益 　　

　第２項　営業外収益 　

　第３項　特別利益 　

　

第１款　下水道事業費用 千円

　第１項　営業費用 　　　

　第２項　営業外費用 　　　

　第３項　特別損失

　第４項　予備費

 （資本的収入及び支出）

第１款　資本的収入 千円

　第１項　企業債

　第２項　負担金及び分担金

　第３項　補助金

　第４項　出資金

第１款　資本的支出 千円

　第１項　建設改良費

　第２項　企業債償還金

議案第　14号

令和 3 年度長門市下水道事業会計予算　令和 3 年度長門市下水道事業会計予算　令和 3 年度長門市下水道事業会計予算　令和 3 年度長門市下水道事業会計予算　

12,137

3,147,000

8,621

377,964

1,744,828

　収　　　入

1,700

5,000

559,494

1,185,333

1

377,964

　支　　　出

1,311

102,500

167,254

488,765

217,700

　収　　　入

　支　　　出

1,717,927

1,624,538

86,689

947,822

支出額に対し不足する額 459,057千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
額 24,890千円、当年度分損益勘定留保資金 434,167千円で補填するものとする。）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的

569,858
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 （企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限 度 額 起債の方法

千円

千円

千円

217,700

 （一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

 （予定支出の各項の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。　

１　営業費用、営業外費用及び特別損失間の流用

 （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

１　職員給与費 119,701 千円

  (他会計からの補助金)

令和３年２月18日　提出

計

農業集落排水
建設事業

同上 同上 同上66,700

漁業集落排水
建設事業

同上 同上 同上9,300

第９条　事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、138,190千円であ
　る。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用
　し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ
　ばならない。

長門市長　江　原　達　也

起債の目的 利     率 償 還 の 方 法

公共下水道
建設事業

普通貸借
又は

証書借入

　　５.０％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資金
について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

　政府資金について
はその融資条件によ
り、銀行その他の場
合はその借入先と協
議して定めるものと
する。ただし、市下
水道事業財政の都合
により据置期間及び
償還期間を短縮し、
又は繰上償還もしく
は低利に借り換える
ことができる。

141,700
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予算に関する説明書





収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入

節 金　　　額

１ 1,744,828

１ 559,494

公共下水道 347,891

農業集落排水 131,670

漁業集落排水 24,984

２ 他会計負担金 54,944 雨水処理負担金 28,204

し尿処理負担金 26,740

３ その他の営業収益 5 手数料 5

２ 1,185,333

１ 受取利息及び配当金 1 預金利息 1

２ 他会計負担金 469,953 他会計負担金 469,953

３ 他会計補助金 138,190 他会計補助金 138,190

４ 雑収益 1,691 雑収益 1,691

５
消費税及び地方消費税
還付金

28,784
消費税及び地方消
費税還付金

28,784

６ 長期前受金戻入 546,714 長期前受金戻入 546,714

３ 1

　　 １ 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

下水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

下水道使用料 504,545下水道使用料１ 504,545

雨水処理に要する一般会計負担金

分流式下水道等に要する経費負担金等

企業債利子、減価償却費等に対する補助金

督促手数料、指定工事店登録手数料、証明
手数料

し尿処理に要する一般会計負担金

令和 3 年度長門市下水道事業会計予算実施計画

　　　収　益　的　収　入　及　び　支　出

明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明
目款 項 予　定　額

（単位 ： 千円）

減価償却費に見合う長期前受金の収益化

日置北部地区処理場電気使用料に係る負担
金等
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支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出

節 金　　　額

１ 1,717,927

１ 1,624,538

１ 管渠費 87,150 備消品費 878

光熱水費 15,974

通信運搬費 5,047

委託料 39,748

使用料及び賃借料 481

修繕費 25,002

材料費 20

２ ポンプ場費 16,424 備消品費 50

燃料費 175

光熱水費 332

通信運搬費 518

委託料 1,250

修繕費 7,540

動力費 6,535

保険料 24

３ 処理場費 453,899 給料 23,924

扶養手当 978
通勤手当 517
特殊勤務手当 282
時間外勤務手当 575
管理職員特別勤務手当 70
管理職手当 350
期末勤勉手当 6,194
児童手当 360

賞与引当金繰入額 3,093

法定福利費 6,673

法定福利費引当金
繰入額

623

被服費 100

備消品費 2,292

燃料費 822

光熱水費 978

通信運搬費 1,571

委託料 261,921

手数料 581

使用料及び賃借料 2,276

修繕費 50,191

動力費 83,712

薬品費 5,134

営業費用

目

下水道事業費用

消耗器材等

消耗器材

修繕材料

マンホール修繕等

施設用地借上料

マンホールポンプ施設維持管理業務、マン
ホールポンプ清掃業務、管渠清掃業務

電話回線使用料等

（単位 ： 千円）

款 項

手当等 9,326

予　定　額
明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

施設運転燃料等

水道料

回線使用料等

企業職員6名

建物損害共済

電力料

機器修繕等

電気設備保安管理業務、清掃業務

マンホールポンプ等電気料

回線使用料等

水道料

施設運転燃料、車両燃料等

消耗器材、事務用品等

作業服等

電力料

包括的維持管理業務、施設維持管理業務、
水質検査業務等

浄化槽法定検査、消防用設備点検等

庁用車リース料等

機器修繕等

共済組合等
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材料費 200

保険料 390 建物損害共済、自動車損害共済

公課費 92

４ 総係費 66,101 給料 25,292

扶養手当 912
住居手当 636
通勤手当 382
特殊勤務手当 5
時間外勤務手当 957
管理職員特別勤務手当 20
管理職手当 687
期末勤勉手当 7,013
児童手当 290

賞与引当金繰入額 3,522

報酬 170

法定福利費 7,138

法定福利費引当金
繰入額

700

報償費 165

旅費 279

備消品費 37

委託料 14,037

手数料 5

使用料及び賃借料 639

修繕費 40

印刷製本費 47

負担金 1,236

保険料 221

貸倒引当金繰入額 1,671

公共下水道 601,068
農業集落排水 311,712
漁業集落排水 50,151

６ 資産減耗費 38,033 固定資産除却費 38,033

２ 86,689

１
支払利息及び企業債取
扱諸費

86,689 企業債利息 85,489

借入金利息 1,200

３ 1,700

１ 過年度損益修正損 1,700 過年度損益修正損 1,700

４ 5,000

１ 予備費 5,000 予備費 5,000

減価償却費

営業外費用

特別損失

962,931

一時借入金に係る支払利息

企業債に係る支払利息

　

手当等

上下水道事業審議会委員

共済組合等

修繕材料費

５ 962,931
有形固定資産減価
償却費

予備費

10,902

企業職員6名

重量税

受益者負担金前納報奨金

研修会旅費等

下水道賠償責任保険

下水道協会、研修参加負担金等

量水器修繕

公営企業会計システム使用料

口座振替・窓口収納手数料

下水道使用料徴収事務等

事務用品等

納付書印刷等

5



収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入収　　　　　　　　　　入

節 金　　　額

１ 488,765

１ 217,700

１ 企業債 217,700 企業債 217,700

２ 1,311

１ 受益者負担金 809 受益者負担金 809

２ 受益者分担金 502 受益者分担金 502

３ 102,500

　　 １ 補助金 102,500 国庫補助金 102,500

４ 167,254

　　 １ 出資金 167,254 一般会計出資金 167,254

（単位 ： 千円）

資本的収入

企業債

負担金及び分担金

補助金

出資金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 予　定　額
明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

施設整備事業債

建設改良に対する補助金

企業債元金償還等に対する出資金
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支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出支　　　　　　　　　　出

節 金　　　額

１ 資本的支出 947,822

１ 377,964

１ 公共下水道建設費 292,664 給料 11,066 企業職員3名

扶養手当 738
住居手当 258
通勤手当 126
時間外勤務手当 332
管理職員特別勤務手当 20
期末勤勉手当 4,563
児童手当 200

法定福利費 3,358

備消品費 400

燃料費 176

委託料 72,054

使用料及び賃借料 1,016

工事請負費 198,332

保険料 25

２ 農業集落排水建設費 73,583 給料 2,942 企業職員1名

扶養手当 240
時間外勤務手当 89
期末勤勉手当 1,174
児童手当 240

法定福利費 828

備消品費 500

委託料 16

工事請負費 67,554

２ 漁業集落排水建設費 11,717 給料 1,608

通勤手当 50
期末勤勉手当 195

法定福利費 311

備消品費 100

工事請負費 9,453

２ 569,858

１ 企業債償還金 569,858 企業債償還金 569,858 財政融資資金等

手当等 245

手当等 1,743

共済組合等

事務用品等

（単位 ： 千円）

企業職員1名

マンホールポンプ取替工事、通報装置取替
工事、汚水管布設替工事等

車両燃料

事務用品等

企業債償還金

建設改良費

手当等 6,237

共済組合等

款 項 目 予　定　額
明　　　　　　　　　　細

説　　　　　　　　　　明

管渠施設改築更新工事、中継ポンプ場流入
ゲート取替工事等

庁用車リース等

公共下水道事業効率化計画策定業務、公共
下水道施設耐震実施設計業務等

自動車損害共済

健康診断

社会保険料等

マンホールポンプ取替工事

事務用品等
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　　　当年度純利益（△純損失） 0

　　　減価償却費 962,931

　　　引当金の増加額（△減少額） 1,647

　　　固定資産除却費 19,833

　　　長期前受金戻入額 △ 546,714

　　　受取利息及び配当金 △ 1

　　　支払利息 86,689

　　　未収金の減少額（△増加額） △ 4,584

　　　未払金の増加額（△減少額） 0

　　　預り金の増加額（△減少額） 0

小計 519,801

　　　利息及び配当金の受取額 1

　　　利息の支払額 △ 86,689

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 433,113

　　　固定資産の取得による支出 △ 391,625

　　　国庫補助金等による収入 93,182

　　　受益者負担金等による収入 1,191

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 297,252

　　　出資金の収入 167,254

　　　企業債による収入 217,700

　　　企業債償還金の支出 △ 569,858

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 184,904

　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額）　　 資金増加額（△減少額） △ 49,043

　　 資金期首残高　　 資金期首残高　　 資金期首残高　　 資金期首残高 264,372

　　 資金期末残高　　 資金期末残高　　 資金期末残高　　 資金期末残高 215,329

３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー３　財務活動によるキャッシュ・フロー

令和 3 年度　長門市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日）

（単位 ：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー２　投資活動によるキャッシュ・フロー
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１　総　　括

特別職 一般職 報酬 給料 手当等 計

(人） (人） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

17 17 170 64,832 35,068 100,070 19,631 119,701

17 18 170 69,439 39,455 109,064 20,806 129,870

0 △ 1 0 △ 4,607 △ 4,387 △ 8,994 △ 1,175 △ 10,169

扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

時間外
勤　務
手　当

管理職員
特別勤務
手　　当

休日勤務
手　　当

管理職
手　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本　　年　　度 2,868 894 1,075 287 1,953 110 0 1,037

前　　年　　度 3,822 588 1,250 292 2,115 204 0 1,163

比　　　　　較 △ 954 306 △ 175 △ 5 △ 162 △ 94 0 △ 126

期末勤勉
手　　当

児童手当
　 　

(千円) (千円)
　 　

本　　年　　度 25,754 1,090
　 　

前　　年　　度 28,561 1,460
　 　

比　　　　　較 △ 2,807 △ 370
　 　

給　与　費　明　細　書

職　員　数 給　　　与　　　費

法　定
福利費

合　計

区　　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

手
当
等
の
内
訳

区　　　　分

区　　　　分

（注）会計年度任用職員（本年度１名、前年度１名）含む。
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２　給料及び手当等の増減額の明細

17 人

18 人

△ 1 人

３　給料及び手当等の状況

　（１）職員一人当たり給与

　（２）初任給

　（３）級別職員数

級

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

7 級

6 級

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級

計

11.8

0.0

100.017

2

0

100.0

　　令和 2 年 1月 1日現在

4

8

1

0

16

0.0

12.4

6.3

0.0

5.9

17.6

41.2

 （千円）  （千円）
説　　　　　明

増減額 増減事由別内訳

0

△ 4,643

普通昇給に
伴う増減分

503

制度改正に伴
う増減分

256

その他の
増減分

47歳7ケ月

企　業　職（円） 備　　考
技能労務職(円)

147,900

0.0

備　　　　　　考

 　平均給料月額　（円）

　　令和 3 年 1月 1日現在

　　令和 2 年 1月 1日現在

 　平均給与月額　（円）

 　平 均 年 齢

 　平均給料月額　（円）

 　平均給与月額　（円）

区　　　　　　分

322,503

企　　業　　職

354,768

46歳11ケ月

345,513

380,280

給料

手当等

△ 4,607

本年度

前年度

増減

職員の異動状況

区分

 　平 均 年 齢

高　校　卒

大　学　卒

区　　　分

0

2

1

区　　　　　　分
企　　業　　職

構成比（％）職員数（人）

　　令和 3 年 1月 1日現在

－

△ 5,110

職員の異動、新陳代謝及び
その他の増減分

給与改定に
伴う増減分

職員の異動、新陳代謝及び
その他の増減分

その他の
増減分

△ 4,387

一般行政職(円)

一般会計の制度

150,600

182,200

150,600

182,200

23.5

0

1

3

7

4

25.0

50.0

6.3
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　級別の標準的な職務内容

　

　（４）昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比　 　　　率     （Ｂ）／　（Ａ） （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比　 　　　率     （Ｂ）／　（Ａ） （％）

　（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

　（６）期末手当・勤勉手当

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　（８）その他の手当

64.7

0

0

0

0

10

1

0

0

本  年  度

前  年  度

（支給率等）

一般会計の制度との異同

同　　じ

同　　じ

同　　じ

同　　じ

備　　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

退職時
特別昇給

無

無

最高限度  その他の
加算措置等

定年前早期退職
特別措置加算

47.709

（月分）

47.709
定年前早期退職
特別措置加算

2.225

2.250

2.225

企業職

8号給

 支給対象職員の比率（令和3年1月1日現在）

 代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　分

下水業務従事手当

 給料総額に対する比率

号給数別内訳

号給数別内訳

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給

7号給

区　　　　分

1号給

2号給

3号給

4号給

5号給

6号給

7号給

8号給

事務職員

技術職員

2 級 1 級

事務職員

技術職員
主査課長補佐

68.8

16

11

0

0

0

0

11

0

0

0

11

17

6 級

部次長

課長

5 級 4 級

主任

3 級

主任主事

2.250

2.225

支給率等

区　　分

事務・技術職

本
年
度

前
年
度

職　 　員 　　数

昇給に係る職員数

職　 　員 　　数

一般会計の制度

昇給に係る職員数

単身赴任手当

区　　　分 差異の内容

扶養手当

住居手当

通勤手当

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分）

24.586875

24.586875

33.27075

33.27075

47.709

47.709

一般会計の制度

4.45

4.50

4.45

2.225

（月分） （月分）

企　業　職

0.44

100

支給率計

(月分)

支給期別支給率

6月（月分） 12月（月分）
区　　　分

12



１ 　

(１) 464,896

(２) 55,673

(３) 5 520,574

２

(１) 93,157

(２) 12,599

(３) 459,513

(４) 56,745

(５) 999,847

(６) 10,768 1,632,629

営業損失 1,112,055

３

(１) 1

(２) 502,001

(３) 142,464

(４) 1,691

(５) 570,637 1,216,794

４

(１) 98,563 98,563 1,118,231

経常利益 6,176

５

(１) 1 1

６

(１) 1,547 1,547

７ 予  備  費

(１) 4,630 4,630 △ 6,176

当年度純利益 0

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 0

過年度損益修正益

特別損失

過年度損益修正損

予備費

他会計補助金

雑収益

長期前受金戻入

営業外費用

特別利益

総係費

減価償却費

資産減耗費

営業外収益

受取利息及び配当金

他会計負担金

支払利息及び企業債取扱諸費

他会計負担金

その他の営業収益

営業費用

管渠費

ポンプ場費

処理場費

令和 2 年度長門市下水道事業予定損益計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（単位 ： 千円）

営業収益

下水道使用料
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（単位 ： 円）

１

(１)

イ 土地 694,996,398

ロ 建物 1,757,960,902

同減価償却累計額 △ 285,641,968 1,472,318,934

ハ 構築物 18,984,419,974

同減価償却累計額 △ 2,792,995,426 16,191,424,548

二 機械及び装置 5,440,671,999

同減価償却累計額 △ 1,710,646,894 3,730,025,105

ホ 車輌運搬具 58,750

同減価償却累計額 △ 55,812 2,938

へ 工具器具及び備品 3,183,434

同減価償却累計額 △ 2,639,177 544,257

ト 建設仮勘定 169,197,401

有形固定資産計 22,258,509,581

固定資産計 22,258,509,581

２

(１) 264,371,623

(２) 117,390,000

△ 6,408,019 110,981,981

流動資産計 375,353,604

資産合計 22,633,863,185

３

(１) 5,597,538,004

固定負債計 5,597,538,004

４

(１) 569,856,353

(２) 205,000,000

(３)

イ 賞与引当金 6,635,000

ロ 法定福利費引当金 1,327,000

引当金計 7,962,000

(４) 380,000

流動負債計 783,198,353

５

(１) 14,525,226,840

△ 2,796,700,681

繰延収益計 11,728,526,159

負債合計 18,109,262,516

６ 4,357,336,800

７

(１) 167,263,869

(２)

イ 減債積立金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 0

利益剰余金合計 0

剰余金合計 167,263,869

資本合計 4,524,600,669

負債・資本合計 22,633,863,185

負    債　　の　　部

貸倒引当金

引当金

長期前受金収益化累計額

利益剰余金

資本金

剰余金

資本剰余金

預り金

繰延収益

長期前受金

固定負債

企業債

流動負債

企業債

未払金

資    本　　の　　部

固定資産

有形固定資産

流動資産

現金預金

未収金

令和 2 年度長門市下水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日現在）

資    産　　の　　部

14



１ 　

(１) 458,678

(２) 52,513

(３) 5 511,196

２

(１) 79,280

(２) 14,936

(３) 416,617

(４) 64,670

(５) 962,931

(６) 36,379 1,574,813

営業損失 1,063,617

３

(１) 1

(２) 469,953

(３) 138,190

(４) 1,540

(５) 546,714 1,156,398

４

(１) 86,689 86,689 1,069,709

経常利益 6,092

５

(１) 1 1

６

(１) 1,547 1,547

７ 予  備  費

(１) 4,546 4,546 △ 6,092

当年度純利益 0

前年度繰越利益剰余金 0

当年度未処分利益剰余金 0

過年度損益修正損

長期前受金戻入

営業外費用

特別利益

過年度損益修正益

特別損失

支払利息及び企業債取扱諸費

予備費

営業外収益

受取利息及び配当金

他会計負担金

他会計補助金

雑収益

管渠費

ポンプ場費

処理場費

総係費

減価償却費

資産減耗費

（単位 ： 千円）

営業収益

下水道使用料

他会計負担金

その他の営業収益

営業費用

令和 3 年度長門市下水道事業予定損益計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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（単位 ： 円）

１

(１)

イ 土地 694,996,398

ロ 建物 1,757,960,902

同減価償却累計額 △ 349,528,968 1,408,431,934

ハ 構築物 19,184,181,974

同減価償却累計額 △ 3,348,453,426 15,835,728,548

二 機械及び装置 5,499,359,999

同減価償却累計額 △ 2,051,456,894 3,447,903,105

ホ 車輌運搬具 58,750

同減価償却累計額 △ 55,812 2,938

へ 工具器具及び備品 3,183,434

同減価償却累計額 △ 2,711,177 472,257

ト 建設仮勘定 229,835,401

有形固定資産計 21,617,370,581

固定資産計 21,617,370,581

２

(１) 215,328,623

(２) 121,974,000

△ 8,079,019 113,894,981

流動資産計 329,223,604

資産合計 21,946,594,185

３

(１) 5,223,485,172

固定負債計 5,223,485,172

４

(１) 591,751,185

(２) 155,000,000

(３)

イ 賞与引当金 6,615,000

ロ 法定福利費引当金 1,323,000

引当金計 7,938,000

(４) 380,000

流動負債計 755,069,185

５ 繰延収益

(１) 14,608,469,220

△ 3,332,284,061

繰延収益計 11,276,185,159

負債合計 17,254,739,516

６ 4,524,590,800

７

(１) 167,263,869

(２)

イ 減債積立金 0

ロ 当年度未処分利益剰余金 0

利益剰余金合計 0

剰余金合計 167,263,869

資本合計 4,691,854,669

負債・資本合計 21,946,594,185

貸倒引当金

利益剰余金

長期前受金

長期前受金収益化累計額

資    本　　の　　部

資本金

剰余金

資本剰余金

流動負債

企業債

未払金

預り金

引当金

流動資産

現金預金

未収金

負    債　　の　　部

固定負債

企業債

令和 3 年度長門市下水道事業予定貸借対照表

（令和4年3月31日現在）

資    産　　の　　部

固定資産

有形固定資産
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ⅠⅠⅠⅠ 重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針

1 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による

・主な耐用年数

　建物 10 ～ 50年

　構築物 10 ～ 50年

　機械及び装置 6 ～ 30年

　車両運搬具 5 年

　工具、器具及び備品 3 ～ 15年

（２） 無形固定資産

・減価償却の方法　　　　　　定額法による

2 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

3 　消費税等の会計処理

ⅡⅡⅡⅡ 予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連予定貸借対照表等関連

1 　後年度において一般会計等が負担する企業債の償還に関する事項

ⅢⅢⅢⅢ セグメント情報に関する注記セグメント情報に関する注記セグメント情報に関する注記セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　

事業区分

　長門市下水道事業会計は、汚水処理及び雨水処理を行っており、その下水道の区分は公共下水道事
業と農業集落排水事業と漁業集落排水事業に分けられ、経費の負担区分が異なるため、「公共下水道
事業」と「農業集落排水事業」と「漁業集落排水事業」の３つを報告セグメントとしている。
　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

　下水道法(昭和33年法律第79号)第4条第1項の規定により認可を受けた区域
に係る汚水処理、雨水処理

公共下水道事業

　漁業集落環境整備事業実施要領(昭和53年7月10日付け53水港第3598号農
林水産事務次官依命通知)第5の3の(2)の規定により承認を受けた計画区域、下
水道法第4条第1項の規定により認可を受けた地区に係る汚水処理

　農業集落排水事業実施要綱(昭和58年4月4日付け58構改D第271号農林水産
事務次官依命通知)第5の3、農業集落排水資源循環統合補助事業実施要綱
(平成14年3月27日付け13農振第3438号農林水産事務次官依命通知)第7の3の
規定により採択の決定を受けた地区に係る汚水処理

農業集落排水事業

漁業集落排水事業

注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項注　記　事　項

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込み額を計上している。

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職手当引当金は計上し
ていない。

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負
担に属する額を計上している。

事業の内容

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも
含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は122,160千円である。

　職員の法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に
属する額を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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2 　報告セグメントごとの資産等

令和3年度（自　令和3年4月1日　至　令和4年3月31日）

（単位：千円）

ⅣⅣⅣⅣ その他の注記その他の注記その他の注記その他の注記

1 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

2 　賞与等引当金の目的使用による取崩し

　当該年度において、期末・勤勉手当の支給及びそれに伴う法定福利費の支出のため、賞与等引当金
7,962千円を使用する予定である。

　　有形固定資産及び
　　無形固定資産の
　　増減額

△ 345,077 △ 256,756 △ 39,306

368,781

21,946,594セグメント資産

119,701

営業外収益

営業外費用

626,160 449,774

86,689

△ 75,133

1,574,813

1,156,398

49,508

△ 571,197 △ 417,287

　　一般会計繰入金 439,178 293,741 70,682

8,156,563 1,442,665

その他の項目

182

△ 1,063,617

32,032

511,196

営業費用

営業損益

0 0

803,601

合計

営業収益

経常損益

公共 農集 漁集

22,714

5,149

939,978 97,847536,988

5,455

△ 641,139

1

　　特別損失 910 455 182

962,931

80,464

セグメント負債 9,791,964

1,547

　　特別利益 1

　　減価償却費

6,092455

17,254,740

601,068 311,712 50,151

12,347,366

1,057,9336,404,843
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